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Ⅰ．総   括                          

１．概 要 

本県は、わが国の最西部に位置し、東西213㎞、南北307㎞に及ぶ県域であり、陸地（平成 

21年4月１日現在総面積4,104.90㎢国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」）は平坦地に

乏しく、いたるところに山岳、丘陵が起伏し、多くの島嶼を抱え、海岸線は半島、岬と湾、入江か

ら形成されており、海岸線の延長は4,175㎞におよび北海道に次ぎ全国第2位の長さとなってい

る。 

本県は、その地理的位置取りから、歴史上、長くアジアとの交流の玄関口となり、近世におい

ても、ヨーロッパや中国に開かれた唯一の窓口としての役割を果たした。 

 

２．総人口と労働力人口の動向 

国勢調査人口の推移をみると、大正9年以降、長崎県の人口は増加を続け、昭和35年には最

も多い1,760,421人に達した。昭和36年以降は、日本経済の高度成長による大都市への人口集

中傾向と、本県の主要産業であった炭鉱の閉山等もあって人口の県外流出が著しくなり、昭和

40年からは減少に転じた。昭和50年からは増加に転じ、昭和60年までは続いて増加したものの、

平成2年には再び減少となった。平成17年の国勢調査によると、長崎県の人口は1,478,632人で

世帯数は553,620世帯となっている。 

平成21年10月1日現在の長崎県の推計人口は1,432,236人、世帯数は567,190世帯となって

いる。 

表１ 長崎県の人口の動き                     単位：人

人   口   

   年齢別 年次 
総 数 

男 女 

増減率

（％） １４歳以下 １５歳～６４歳 ６５歳以上 

55 年 1,590,564 758,374 832,190 1.19 385,200 1,035,278 169,753

60 年 1,593,968 757,617 836,351 0.21 361,823 1,038,396 193,605

2 年 1,562,959 736,729 826,230 ▲ 1.95 316,761 1,016,338 228,991

7 年 1,544,934 726,894 818,040 ▲ 1.15 277,263 993,783 273,335

12 年 1,516,523 712,346 804,177 ▲ 1.84 243,046 956,692 315,871

17 年 1,478,632 691,444 787,188 ▲ 2.50 215,987 913,224 348,820

国勢調査より（各年 10 月 1 日現在）      

（注）年齢不詳があるため、総数は内訳とは一致しない。     

次に、労働力人口の動向を見ると、平成17年現在、15歳以上の人口1,262,044人のうち、労働



力人口(就業者+完全失業者)は726,965人である。15歳以上の人口に占める労働力人口の割合

(労働力率)は57.6%となっている。 

また、15歳以上の就業人口は679,847人で平成12年より3.2%減少した。産業別にみると、第１

次産業及び第2次産業は減少し、第3次産業は増加している。 

表２ 労働力人口の状況 

       単位：人

労働力人口 労働力率 
年 次 

15 歳以上 

人口 総数 就業者 完全失業者 
非労働力人口 

（％） 

昭和 55 年 1,205,031 727,399 702,887 24,512 476,155 60.4%

昭和 60 年 1,232,001 733,093 701,157 31,936 497,781 59.5%

平成 2 年 1,245,329 732,039 706,441 25,598 511,974 58.8%

平成 7 年 1,267,118 757,787 725,810 31,977 507,702 59.8%

平成 12 年 1,272,563 737,915 702,091 35,824 530,772 58.0%

平成 17 年 1,262,044 726,965 679,847 47,118 525,208 57.6%

 資料出所： 総務省統計局 「国勢調査」（各年１０月１日現在）   

 労働力人口(総数)   

 
※ 労働力率 ＝  

１５歳以上人口 
 ×100 

  

表３ 産 業 別 就 業 者 数 

     単位：人 

  総 数 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 分類不能 

725,810 80,544 179,102 465,119 1,045 
平成 7 年 

(100.0) (11.1) (24.7) (64.1) (0.1) 

702,091 67,198 165,956 466,197 2,740 
平成 12 年 

(100.0) (9.6) (23.6) (66.4) (0.4) 

679,847 62,011 140,390 473,801 3,645 
平成 17 年 

(100.0) (9.1) (20.7) (69.7) (0.5) 

 総務省統計局「国勢調査」  （ ）内は構成比   

 

３．産業の状況 

長崎県は、その地理的・歴史的環境の中、石炭・造船業を中心に栄え、我が国の戦後の高度

成長を支えてきた。 

その後のエネルギー革命を経て石炭産業が衰退したものの、造船業はいわゆる造船不況等



の産業構造の変革期を経て、現在、世界的な船舶需要を受け、高操業を維持している。 

本県の主な産業は、基幹産業の造船業、水産業、観光産業のほか、食料品、窯業、金属製

品、一般機械器具製造業、電子部品・デバイス製造業があるが、平成18年度の県内総生産に占

める産業別の構成比を見ると、第２次産業は19.7％（全国25.9％）、うち製造業は13.7％（全国

20.5％）で、第３次産業は77.7％（全国73.0％）となっており、全国に比して第３次産業の占める割

合が高く、製造業の占める割合は全国の半分程度の割合となっている。そのうえ、本県の製造業

は、造船、一般機械、重電・電気製品などの機械金属工業に特化しており、これらの企業の動向

に直接影響を受けやすい産業構造になっている。 

平成18年事業所・企業統計調査によると、事業所数は6７,847所で、これを産業別にみると、

卸売･小売業が全事業所の31.8%（21,594所）を占めて最も多く、次いでサービス業19.1% 

（12,966所）、飲食店・宿泊業12.8%（8,711所）、建設業9.8%（6,659所）、医療・福祉業6.6% 

（4,477所）と、この5産業で80.1%を占めている。 

一方、従業者数は528,668人で、これを産業別にみると、卸売･小売業が全従業者の24.5% 

（129,328人）を占め、次いで医療・福祉14.5%（76,804人）、サービス業14.1%（74,522人）、製造業

12.6%（66,660人）、建設業9.0%（47,745人）の順となっている。 

 

Ⅱ. 雇用失業情勢 

１．一般労働市場  

平成 20 年度における長崎県の経済情勢は、世界的な金融危機に端を発した急激な景気後退に伴い、

基幹産業である造船業では、豊富な受注残により高操業を継続しているものの、海外経済の低迷、為替

円高等の影響から採算面での不調や新規商談成立が難しくなるなど先行き不透明感が増しているほか、

電子部品等の製造業では、急激な受注環境の悪化から生産調整を行う動きが広がっており、さらに、設

備投資、公共投資等も低調に推移しているほか、雇用・所得環境の悪化により個人消費、感光、住宅投

資等も低調となるなど、年度後半より急激な悪化傾向を辿っている。 

 

（１）求職の状況 
図1　有効求人、有効求職、有効求人倍率の推移
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平成 20 年度の新規求職者数は 96,270 人（前年

度比 1.2％増）となっており、このうち一般求職者は

67,217 人（同 1.1％増）で、パート求職者は 29,053

人（同 1.5％増）であった。 

有効求職者数は 371,949 人（前年度比 0.4％増）

となっており、このうち一般求職者は 266,987 人（同



増減なし）で、パート求職者は 104,962 人（同 1.4％増）となった。 

新規求職者数、有効求職者数とも年度前半は減少傾向で推移したものの、年度後半では製造業に

おける派遣・請負労働者の雇止めの発生等により増加に転じ、対前年度比も新規求職者数は 5 年ぶり

に、有効求職者数は 7 年ぶりに増加に転じた。 

新規常用求職者（パートを含む）を求職時の状況別で見ると、対前年度比で在職者は4.4%増、事業主

都合離職者は 10.3%増、自己都合離職者は 4.7%減、無業者は 1.6%増となり、年度後半の急激な景気後

退を受けて非自発的離職者の大幅な増加が目立った。 

（２）求人の状況 

平成 20 年度の新規求人数は 79,487 人（前年度

比 10.5％減）となっており、このうち一般求人数は

47,529 人（同 14.3％減）で、パート求人数は 31,958

人（同 4.1％減）であった。 

図2　平成20年度　産業別新規求人

ABC　農林漁業 Ｅ　建設業

Ｆ　製造業 Ｈ　情報通信業

I　運輸業 J　卸売・小売業

N　医療・福祉 Q　ｻｰﾋﾞｽ業(分類されない)

その他

有効求人数は、196,732 人（前年度比 12.5％減）

となっており、このうち一般求人数は 120,125 人（同

16.5％減）で、パート求人数は 76,607 人（同 5.5％

減）であった。 

このように新規求人、有効求人とも、年度後半の急激な景気後退を受けて求人手控え感が強まり、一

般求人を中心に大幅な減少が目立った。 

新規求人の動向を産業別に見ると、前年度に引き続き事業所の新設等が相次いでいる医療・福祉で

は対前年同月比で増加しているものの、建設業、製造業、情報通信業、運輸業、卸・小売業、サービス

業等の殆どの産業で減少した。 

（３）求人倍率の状況 
図3　有効求人倍率の推移
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   平成20年度の有効求人倍率（季節調整値）は、年 

度当初の4月の0.59倍から低下傾向を辿り、平成21 

年1月には0.48倍と、平成16年5月の0.48倍以降、4 

年8ヶ月ぶりに0.4倍台突入し、それ以降も21年3月 

には0.41倍となるなど悪化傾向を辿っている。 

これにより平成20年度平均の有効求人倍率(原数 

値)は0.53倍と、前年度に比べ0.04ポイントの低下と 

なり、14年度から19年度まで続いた改善傾向も、20年度は悪化傾向に転じた。 

（４）就職の状況 

平成20年度の就職件数は32,161件で、対前年度比4.6%減少となった。 



雇用形態別で前年度と比較すると、 

一般で6.0%減、パートで2.3%減となった。 

就職率は33.4%で前年を2.0ポイント下回った。 

また、雇用保険受給者の就職件数は7,205件で、 

図4　就職件数・就職率の推移
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対前年度比7.6%減少となり、全就職件数に 

占める割合は22.4%となった。 

雇用保険受給者の就職率は27.7%で前年度を 

2.2ポイント下回った。 
図5　充足件数・充足率の推移
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（５）充足の状況 

平成20年度の充足数は30,570件で、対前年 

度比3.8%減少となった。 

雇用形態別で前年度と比較すると、一般で 

4.6%減、パートで2.6%減となった。 

充足率は38.5%で前年を2.7ポイント上回った。 

 

２．新規学卒者労働市場  

平成21年3月新規学校卒業者の労働市場のうち、平成21年3月末現在における県内の求人

については、局・県・学校関係者幹部による求人要請やハローワークによる特別求人開拓の実施

など積極的な取組を行ったものの、高校では3,016人で前年同期に比べ10人(0.3％)減少した。 

また、平成21年3月末現在の就職内定率は、高校で94.4％（前年同期96.1％）、大学で92.8％

（同94.8％）、短大で86.9％（同90.4％）と、急減な景気後退を反映して前年度を下回った。 

なお、同時期の県内就職率は高校で46.7%、大学で35.7%であった。 

 

３．地域労働市場 

 （１）県南地域（ハローワーク長崎・西海） 

 

県都長崎市を中心に西彼杵半島地域からなる県南地域は、県内の商工業や政治・経済の中

心地域となっている。  

主要産業の動向は、大手・中堅造船では海外経済の減速や為替円高等の影響により受注環

境が悪化しているものの、高水準の受注残を抱え高操業を続けている。 

一方、地場の中小造船のうち貨物船建造を手掛ける先では、高めの受注残を抱え高操業とな

っているが、漁船建造主体先では低操業となっている。 



機械・重電機器では、米国向け

の一部で減産に転じているものの、

新 興 国 向 けを中 心 に全 体 とすれ

ば高操業を続けている。 

観 光 については、国 内 観 光 客

が消 費 者 の支 出 抑 制 の動 きから

不調であることに加え、海外観光

客が海外経済の減速や自国通貨

安の影響から急減していることから、

主要観光地入場者数や宿泊者数

も大幅に落ち込んでいる。 

平成20年度の雇用失業情勢は、

新 規 求 人 数 が飲 食 店 ・宿 泊 業 、

医療・福祉などで増加したものの、

建設業、製造業、情報通信業、運

輸 業 、卸 ・小 売 業 、サービス業 を

中心に殆どの産業において前年度より減少したため、全体では前年度比10.6％（3,953人）の減

少となった。 

表４ 県南地区主要指標 

  長崎所 西海所  県南地区計 

人口 516,485 31,795  548,280

面積 455.94 241.95  697.89

労働力人口 253,970 17,124  271,094

就業者数 236,590 16,311  252,901

雇用者数 202,452 11,652  214,104

完全失業者数 17,380 813  18,193

事業所数 23,472 1,396  24,868

従業者数 221,967 11,077  233,044

雇用保険適用事業所数 8,475 468  8,943

雇用保険被保険者数 137,367 6,397  143,764

雇用保険受給実人員 2,774 194  2,968

月間有効求人数 86,130 2,244  88,374

月間有効求職者数 130,838 6,636  137,474

月間有効求人倍率 0.66 0.34  0.64

一方、新規求職者については、前年度比2.0％（712人）の減少となった。 

このため、有効求職者は前年度比2.1％（3,009人）の減少に止まったものの、有効求人数が前

年度比10.1％（9,911人）と大幅に減少したため、有効求人倍率は前年度より0.06ポイント低下し

0.64倍となった。 

 

 （２）県北地域（ハローワーク佐世保・江迎） 

 

県内第二の都市である佐世保市を中心とした県北地域における主要産業の動向は、造船を

中心とした機械・金属製品製造など、受注環境は厳しくなっているものの、一部製造業では豊富

な受注残により高操業を続け堅調な動きである。 

 

観光では、主要な観光地の一つであるハウステンボスの年間入場者数は、世界的な不況や円

高等の影響で外国人観光客を中心に、過去最低の187万人に落ち込んでいる。 

平成20年度の雇用失業情勢は、新規求人数が情報通信業、卸・小売業、飲食店・宿泊業な



どで増 加 したものの、建 設 業、製

造業、運輸業、サービス業など殆

どの産業において前年度を下 

表５ 県北地区主要指標 

  佐世保所 江迎所  県北地区計 

人口 268,112 71,602  339,714

面積 421.80  428.31  850.11

労働力人口 135,591 38,257  173,848

就業者数 126,073 35,712  161,785

雇用者数 105,874 25,696  131,570

完全失業者数 9,518 2,545  12,063

事業所数 12,557 3,994  16,551

従業者数 114,208 26,583  140,791

雇用保険適用事業所数 4,638 1,104  5,742

雇用保険被保険者数 66,580 12,424  79,004

雇用保険受給実人員 1,588 371  1,959

月間有効求人数 42,134 5,892  48,026

月間有効求職者数 78,425 18,156  96,581

月間有効求人倍率 0.54 0.32  0.50 

回 ったため、全 体 では前 年 度

比10.1％（2,292人）の減少となっ

た。 

一方、新規求職者については、

前年度比1.1％（294人）の増加と

なった。 

こ の た め 、 有 効 求 職 者 は 同

0.18％（169人）増加し、有効求人

数 は16.1%（9,199人 ）と大 幅 に減

少 したため、有 効 求 人 倍 率 は前

年度より0.09ポイント下回り0.50倍

となった。 

 

 （３）県央地域（ハローワーク諫早・大村・島原） 

県 内 の 中 央 に 位 置 し 、

交通の要衝となっている地

域 であり、流 通 の面 からも

各 産 業 の立 地 に適 してい

る。 

表６ 県央地区主要指標 

県央地区主要指標 諫早所 大村所 島原所 県央地区計 

人口 188,958 129,032 98,779 416,769

面積 528.15 293.93 252.67 1074.75

労働力人口 98,878 65,064 51,819 215,761

就業者数 92,994 61,184 48,902 203,080

雇用者数 71,406 49,908 31,790 153,104

完全失業者数 5,884 3,880 2,917 12,681

事業所数 8,794 5,486 6,229 20,509

従業者数 80,735 50,002 38,958 169,695

雇用保険適用事業所数 2,872 1,759 1,632 6,263

雇用保険被保険者数 42,835 23,663 16,843 83,341

雇用保険受給実人員 1,157 775 570 2,502

月間有効求人数 26,999 14,567 10,366 51,932

月間有効求職者数 52,552 35,648 23,763 111,963

月間有効求人倍率 0.51 0.41 0.44 0.46

 

県央地域の主力産業で

ある電 子 部 品・デバイス関

連では、年度後半からの急

激 な景 気 後 退 を受 けて受

注環境が著しく悪化し、在

庫 調 整 、生 産 調 整 を余 儀

なくされており、休業の実施

や派遣労働者等を中心とし

た非正規労働者の雇止め



が行われた。 

建設業においても、引き続き公共事業の減少等により厳しい状況が続いている。 

平成20年度の雇用失業情勢は、新規求人数が諌早湾干拓地入植業者からの農業求人の増

加や医療・福祉などの微増が見受けられたものの、建設業、製造業、運輸業、卸売・小売業、飲

食店・宿泊業、サービス業など殆どの産業において減少したため、全体では前年度比11.6％

（2,908人）の減少となった。 

一方、新規求職者については、前年度比7.4％（2,048人）の増加となった。 

このため、有効求職者は同6.8％（7,137人）と大幅に増加したのに対し、有効求人数は14.4%

（8,752人）と大幅に減少したことから、有効求人倍率は前年度より0.12ポイント下回り0.46倍とな

った。 

 

 （４）離島地域（ハローワーク五島・対馬・壱岐） 

 

本県の大きな特徴の一つとし

て有人の島が多数存在している。

五島、対馬、壱岐の3大離島地

域は、本土から遠く離れているこ

とから製造工場の立地が少なく、

第一次産業や建設業及び観光

関連産業が主な産業となってい

る。 

主 要 産 業 の動 向 は、第 一 次

産業の漁業では、漁価の低迷、

燃料高騰等により大中型まき網

漁業、東シナ海はえ縄漁業など

漁業全般で経営環境が厳しくな

っており、建 設 業 でも公 共 工 事

の請負金額の減少・受注単価の下落等により厳しい状況となっている。 

表７ 離島地区主要指標 

離島地区主要指標 五島所 対馬所 壱岐所 離島地区計

人口 63,231 34,726 29,516 127,473

面積 634.78 708.82 138.55 1482.15

労働力人口 30,650 19,335 16,277 66,262

就業者数 28,502 18,066 15,513 62,081

雇用者数 21,337 12,728 9,687 43,752

完全失業者数 2,148 1,269 764 4,181

事業所数 4,446 2,488 1,932 8,866

従業者数 24,730 14,528 12,238 51,496

雇用保険適用事業所数 991 662 552 2,205

雇用保険被保険者数 9,279 4,800 5,049 19,128

雇用保険受給実人員 377 238 166 781

月間有効求人数 4,583 1,708 2,109 8,400

月間有効求職者数 12,923 7,355 5,653 25,931

月間有効求人倍率 0.35 0.23 0.37 0.32

各地域では地域経済全般の落ち込みも影響して、建設業や小売業の地場有力企業で倒産

や人員整理等が発生している。 

平成20年度の雇用失業情勢は、新規求人数が卸売・小売業、医療・福祉などで増加したもの

の、建設業、製造業、飲食店・宿泊業、サービス業などで減少したため、全体では前年度比4.2%



（161人）の減少となった。 

一方、新規求職者については、前年度比7.0％（465人）の減少となった。 

このため、有効求職者は同10.1％（2,924人）と大幅に減少し、有効求人数は3.9%（337）減少し

たため、有効求人倍率は前年度より0.02ポイント上回り0.32倍となった。 

（注）・人口は平成２０年10月1日現在、長崎県人口推計、面積は平成２０年４月１日現在、国土地理院「全国都道府県市区町村別面積

調」、労働力人口、就業者数、雇用者数、完全失業者数については総務省平成１７年「国勢調査」による。 

      ・雇用保険適用事業所数、雇用保険被保険者数は平成２０年３月末現在の数値、雇用保険受給実人員は平成１９年度月

平均、月間有効求人数、月間有効求職者数、月間有効求人倍率は平成１９年度の累計値 

 

４．雇用保険業務の状況 

（１）適用業務 

平 成 20年 度 における雇 用 保 険 の適 用 状 況 をみると、平 成 21年 3月 末 の適 用 事 業 所 数 は

23,111事業所で前年同期比0.12％（27事業所）減と3年ぶりに減少に転じた。 

また、被保険者数は325,918人で、同0.95％(3,059人)増となり、5年連続で増加となった。 

これを産業別増減でみると、適用事業所数では、医療・福祉（35事業所）、製造業（25事業所)、

教育・学習支援業（23事業所）など11業種で増加し、建設業(91事業所)、運輸業(14事業所)など

6業種では減少となった。 

被保険者数では、医療・福祉（2,888人）、サービス業（615人）など10業種で増加し、建設業

（1,019人）、製造業（356人）、漁業（208人）など9業種では減少となった。 

また、事務組合の委託状況について、20年度末の委託事業所数は6,863事業所で前年同期

比1.01％(70事業所)の減少となり、被保険者数は40,286人で同比2.56％(1,058人)の減少となっ

た。 

全適用事業所に対する委託率は29.7%で、前年度比0.3ポイント減となった。 

（２）雇用継続給付業務 

高年齢雇用継続給付は、受給者が16,666人で前年度比23.7％（3,192人）の増加となり、支給

金額は729,173千円で同21.7％（130,025千円）の増加となった。 

育 児 休 業 給 付 では、基 本 給 付 金 の受 給 者 が6,578人 で同 15.2%（868人 ）増 、支 給 金 額 は

735,162千 円 で同 12.8%（83,241千 円 ）増 となり、職 場 復 帰 給 付 金 では受 給 者 が1,411人 で同

15.1％（185人）増、支給金額は385,911千円で同44.6%（20,016千円）増となった。 

介護休業給付では、受給者が88人で同79.6％（39人）増加し、支給金額は13,681千円で同

82.6％（6,187千円）の増加となった。 

（３）給付業務 



平成20年度における一般求職者給付は、受給資格決定件数が前年度比2.4%（623件）増、月平均

の受給者実人員で同0.3%（21人）減、支給金額が同0.8％（94,697千円）の減少となった。 

また、特例一時金、高年齢求職者給付金、日雇労働求職者給付金、就職促進給付の支給

金額をみると、特例一時金が前年度比25.3%（55,707千円）減、高年齢求職者給付金が同6.9%

（15,012千円）増、日雇労働求職者給付金が同75.0%（4,468千円）減、就職促進給付が同8.9%

（74,867千円）の減少であった。 

教育訓練給付は、受給者数が1,048人で前年度比1.0％（10人）増加し、支給金額は47,486千

円で同11.3％（6,036千円）減少となった。 

（４）雇用保険収支状況 

      平成20年度における雇用保険料の収納額は15,101,545千円で、雇用保険料率の引き下げ

により、前年度比21.8%(4,213,168千円)減少となった。 

      一方、雇用保険の支出は、失業等給付が14,170,823千円で前年度比1.1%(154,922千円)

減少し、雇用調整助成金等の三事業にかかる給付が901,894千円で前年度比24.4%(85,797

千円)減少し、全体では15,072,717千円で前年度比1.6%(240,718千円)の減少となった。 

      このため、雇用保険の収支率は100.2%となり、前年度(126.1%)より低下した。 
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